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(57)【要約】
【課題】農事用の施設内の温度上昇を抑制しつつ二酸化
炭素の濃度を高めて農作物の促成等を図ることができる
二酸化炭素供給装置を提供する。
【解決手段】農事用の施設５０の外部から内部に空気を
取り入れる給気経路１０と、給気経路１０に設けられて
給気経路１０に空気を流す給気用送風機１１と、給気経
路１０に燃焼排気ガスを排出する燃焼器１２と、給気経
路１０を流れる空気に水を噴霧する水噴霧装置３５と、
を有し、燃焼排気ガスを含む空気を、水噴霧装置３５に
よって水を噴霧することにより冷却し、施設５０の内部
に供給する。これにより、施設５０内の温度上昇を抑え
つつ施設５０内の二酸化炭素の濃度を高めることができ
る。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　農事用の施設の外部から内部に空気を取り入れる給気経路と、
　前記給気経路に設けられて前記給気経路に空気を流す給気用送風機と、
　前記給気経路に燃焼排気ガスを排出する燃焼器と、
　前記給気経路を流れる空気に水を噴霧する水噴霧装置と、を有し、
　前記燃焼排気ガスを含む空気を、前記水噴霧装置によって水を噴霧することにより冷却
し、前記施設の内部に供給することを特徴とする二酸化炭素供給装置。
【請求項２】
　前記施設の内部から外部に空気を排出する排気経路と、
　前記排気経路に設けられて前記排気経路に空気を流す排気用送風機と、を有することを
特徴とする請求項１に記載の二酸化炭素供給装置。
【請求項３】
　前記排気経路から排出される空気をヒートポンプ装置の室外機に供給することを特徴と
する請求項２に記載の二酸化炭素供給装置。
【請求項４】
　前記燃焼器における燃焼を停止した状態で前記水噴霧装置と前記給気用送風機とを稼動
して前記施設の内部に空気を供給することを特徴とする請求項１ないし請求項３の何れか
１項に記載の二酸化炭素供給装置。
【請求項５】
　前記水噴霧装置による水の噴霧を停止した状態で前記燃焼器と前記給気用送風機とを稼
動して前記施設の内部に空気を供給することを特徴とする請求項１ないし請求項４の何れ
か１項に記載の二酸化炭素供給装置。
【請求項６】
　前記燃焼器における燃焼及び前記水噴霧装置による水の噴霧を停止した状態で前記給気
用送風機を稼動して前記施設の内部に空気を供給することを特徴とする請求項１ないし請
求項５の何れか１項に記載の二酸化炭素供給装置。
【請求項７】
　二酸化炭素を貯蔵する貯蔵容器を備え、
　前記貯蔵容器内の二酸化炭素を、前記給気経路を介して前記施設の内部に供給すること
を特徴とする請求項１ないし請求項６の何れか１項に記載の二酸化炭素供給装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、燃焼によって発生する二酸化炭素を植物栽培用ハウス等に供給する農事用の
二酸化炭素供給装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、植物栽培用ハウス等の農業施設において、施設内で栽培される農作物の光合成を
促進して促成や品質向上を図るために、施設内に二酸化炭素（気体）を供給することが行
われている。この種の目的で利用される二酸化炭素を供給する装置として、燃焼によって
発生する二酸化炭素を含む燃焼排気ガスを施設内に放出するものが知られている。
【０００３】
　例えば、特許文献１には、箱体の外部側面に設けられる燃焼部と、燃焼部につながり箱
体の内部に設けられる缶体と、缶体の下方となる箱体の内部に設けられる送風機と、を有
する燃焼式の炭酸ガス発生機が開示されている。
【０００４】
　同文献の炭酸ガス発生機は、燃焼部によって缶体の内部に火炎を形成し、缶体の内部で
燃料を燃焼させ、缶体の内部に設けられる排気部で燃焼ガスと燃焼空気とを攪拌して完全
燃焼させて二酸化炭素を発生させる。



(3) JP 2016-220567 A 2016.12.28

10

20

30

40

50

【０００５】
　そして、燃焼によって発生する高温（約９００℃）の二酸化炭素は、箱体内の缶体の上
方に設けられる混合空間において、送風機によって送り込まれる温室内の空気（約２０℃
）と十分に混合されて温度が低下（約８０℃）してから温室内へ放出される。これにより
、炭酸ガス発生機から吹き出される温風（二酸化炭素を含む燃焼排気ガス）による火傷や
農作物への高温障害を防止できるとしている。
【０００６】
　また、例えば、特許文献２にも、高温の燃焼排気ガスを常温の空気と混合して冷却する
ことが開示されている。即ち、同文献に開示された燃焼式ＣＯ２発生機は、同機の下部に
設けられるバーナーによって発生する高温の燃焼排気ガスを、ファンを駆動することによ
って同機の上部の吸気筒から吸い込まれる空気と混合して冷却し所定の場所に供給する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００４－１３５６３９号公報（第５頁、第１、２図）
【特許文献２】実開平７－４４８９１号公報（第４頁、第１図）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、上記した従来技術では、植物栽培用ハウス等の施設内に二酸化炭素を供
給する際の温度上昇を抑制し、施設内の温度、湿度及び二酸化炭素の濃度を好適に維持す
る観点において改善の余地があった。
【０００９】
　具体的には、上記の従来技術では、施設内の空気を取り込んで高温の燃焼排気ガスと混
合させることによって、施設内に供給される燃焼排気ガスの温度を低下させている。しか
し、燃焼排気ガスの冷却に多量の空気が必要であり、冷却の効率が良くなかった。
【００１０】
　また、施設内の温度が十分に高い状態において、二酸化炭素を供給するために装置を稼
働すると、燃焼によって発生する熱が施設内に放出される。放出される熱は、全て施設内
の温度上昇に使われるため、施設内の温度が好適な温度よりも高くなるという問題点があ
る。
【００１１】
　特に、農作物の光合成が活発になり多くの二酸化炭素を必要とする日中においては、二
酸化炭素を供給する装置からの放熱に加えて、日射によっても施設内が暖められるので、
施設内の温度が上昇し易い。施設内の温度が過度に上昇すると、施設内で栽培される農作
物の気孔が閉じて光合成が低下するので施設内に二酸化炭素を供給することによる促成等
の効果が減殺され、更には農作物の高温障害を引き起こす恐れもある。
【００１２】
　従来は、燃焼排気ガスを施設内に放出して二酸化炭素を供給する際、日中に施設内の温
度が過度に上昇すると、別途設置される空調機等を利用して施設内の冷房を行っていた。
しかし、このような方法は、十分な冷房能力を有する空調機が必要であり、燃焼及び日射
による入熱が空調機の冷房能力を超えると二酸化炭素の供給が難しくなる。
【００１３】
　具体的には、空調機を稼動しても施設内の温度を所定の温度に維持できない場合には、
燃焼による二酸化炭素の供給を停止する、若しくは施設を開放して多量の外気を導入する
等により対処していた。何れの場合も、施設内の二酸化炭素の濃度を高めることができず
、農作物の育成を促進等させるという効果が得られない。
　また、燃料を燃焼させてその熱を施設内に放出しつつ空調機による冷房運転を行うこと
は、省エネルギーの観点からも好ましくない。
【００１４】
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　また、農作物の良好な育成及び品質を維持する観点から、施設内の温度及び湿度は、好
適に維持されることが求められる。特に、日射等による土壌からの水分の蒸発や、施設内
で栽培される植物からの蒸散によって、施設内の空気に多くの水分が供給されるので、施
設内の湿度は、高くなる傾向にある。施設内の湿度が上昇すると結露等が発生し易くなり
、結露等は、農作物の品質を劣化させる要因となるので好ましくない。
【００１５】
　本発明は、上記の事情に鑑みてなされたものであり、その目的とするところは、農事用
の施設内の温度上昇を抑制しつつ二酸化炭素の濃度を高めて農作物の促成等を図ることが
できる二酸化炭素供給装置を提供することにある。
【００１６】
　また、本発明の他の目的は、二酸化炭素を供給する機能、熱を供給する機能及び換気機
能を併せ持ち、施設内の二酸化炭素の濃度、温度及び湿度を好適に調整することができる
二酸化炭素供給装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　本発明の二酸化炭素供給装置は、農事用の施設の外部から内部に空気を取り入れる給気
経路と、前記給気経路に設けられて前記給気経路に空気を流す給気用送風機と、前記給気
経路に燃焼排気ガスを排出する燃焼器と、前記給気経路を流れる空気に水を噴霧する水噴
霧装置と、を有し、前記燃焼排気ガスを含む空気を、前記水噴霧装置によって水を噴霧す
ることにより冷却し、前記施設の内部に供給することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明の二酸化炭素供給装置によれば、農事用の施設の外部から内部に空気を取り入れ
る給気経路と、給気経路に設けられて給気経路に空気を流す給気用送風機と、給気経路に
燃焼排気ガスを排出する燃焼器と、給気経路を流れる空気に水を噴霧する水噴霧装置と、
を有する。そして、水噴霧装置によって燃焼排気ガスを含む空気に水を噴霧する。これに
より、噴霧される水が蒸発する際の潜熱によって、燃焼排気ガスを含む空気を効率良く冷
却することができる。そのため、施設内の温度上昇を抑えつつ施設内の二酸化炭素の濃度
を高めることができる。
【００１９】
　また、水噴霧装置によって水を噴霧しつつ、燃焼器による燃焼を強くすることにより、
高温で高湿な空気を施設内に供給することができる。これにより、施設内に二酸化炭素を
供給しつつ、施設内の暖房及び加湿を行うことができる。
【００２０】
　また、施設の内部から外部に空気を排出する排気経路と、排気経路に設けられて排気経
路に空気を流す排気用送風機と、を有しても良い。これにより、施設内の空気の換気効率
を高めることができる。即ち、二酸化炭素の供給と、水分を多く含み且つ温度の高い施設
内の空気の排出と、を同時に行うことができる。その結果、施設内の温度上昇を抑制しつ
つ二酸化炭素の濃度を増加させ、且つ施設内の湿度を低下させることができる。
【００２１】
　また、排気経路から排出される空気をヒートポンプ装置の室外機に供給しても良い。こ
れにより、外気よりも温度の高い施設内から排出される空気の保有熱を有効に利用して、
ヒートポンプ装置の効率を向上させて省エネルギーを図ることができる。
【００２２】
　また、二酸化炭素供給装置の燃焼器における燃焼を停止した状態で、水噴霧装置と給気
用送風機とを稼動して施設の内部に空気を供給する運転を行っても良い。これにより、施
設内に二酸化炭素を供給する必要がない場合等には、燃焼による二酸化炭素の供給を行わ
ずに、取り込まれる外気を加湿及び冷却して施設の内部に供給することができる。その結
果、施設内部の加湿と冷房を同時に行うことができる。
【００２３】
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　また、二酸化炭素供給装置の水噴霧装置による水の噴霧を停止した状態で、燃焼器と給
気用送風機とを稼動して施設の内部に空気を供給する運転を行っても良い。これにより、
燃焼器により発生する熱を有効に利用して施設内を暖めつつ、二酸化炭素を供給すること
ができる。
【００２４】
　また、二酸化炭素供給装置の燃焼器における燃焼及び水噴霧装置による水の噴霧を停止
した状態で、給気用送風機を稼動して施設の内部に空気を供給する運転を行っても良い。
これにより、燃焼による二酸化炭素の供給を行わずに、施設内に外気を導入することがで
きる。
【００２５】
　例えば、日射の強い日中等に施設内の温度が過度に上昇した場合等には、低温の外気を
施設内に導入して施設内の温度を調整することができる。また、絶対湿度の低い外気を施
設内に導入することができ、施設内の湿度を低下させて好適に維持することができるので
、結露等による農作物の品質低下等を防止することができる。
【００２６】
　なお、農作物の光合成によって二酸化炭素が消費されるので、施設内の二酸化炭素の濃
度は低下して、外気中の二酸化炭素の濃度よりも低くなる。そのため、燃焼器における燃
焼を停止した状態であっても、施設内に外気を導入することによって、外気中の二酸化炭
素を施設内に供給することになり、施設内の二酸化炭素の濃度が低下することを抑制する
ことができる。
【００２７】
　また更に、二酸化炭素を貯蔵する貯蔵容器を備え、該貯蔵容器内の二酸化炭素を、給気
経路を介して施設の内部に供給しても良い。これにより、施設内の温度及び湿度を好適に
維持しつつ施設内の二酸化炭素の濃度を高めることができる。
【００２８】
　このように、本発明の二酸化炭素供給装置によれば、施設内に二酸化炭素を供給しつつ
施設内の温湿度環境を所望のあらゆる条件（「低温・高湿」、「低温・低湿」、「高温・
高湿」、「高温・低湿」）に近づけることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】本発明の実施形態に係る二酸化炭素供給装置の設置状況を示す概略図である。
【図２】本発明の実施形態に係る二酸化炭素供給装置を示す構成図である。
【図３】本発明の実施形態に係る二酸化炭素供給装置の運転方法を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００３０】
　以下、本発明の実施形態に係る二酸化炭素供給装置を図面に基づき詳細に説明する。
　図１は、本発明の実施形態に係る二酸化炭素供給装置１の設置状況を示す概略図である
。図１に示すように、二酸化炭素供給装置１は、農事用の施設５０に隣接して配置され、
燃焼によって二酸化炭素を発生させて、その二酸化炭素を含む空気を施設５０の内部に供
給（給気ＳＡ）する装置である。
【００３１】
　農事用の施設５０は、例えば、植物栽培用ハウスや植物工場等である。農事用の施設５
０の内部では、例えば、各種野菜、果樹若しくは花卉等の植物５５（農作物）が主に冬場
に栽培される。二酸化炭素供給装置１で二酸化炭素を供給することにより、施設５０の内
部で栽培される植物５５の光合成を活発化し、育成の促進や品質の向上を図ることができ
る。
【００３２】
　二酸化炭素供給装置１の給気口１６は、高濃度に二酸化炭素を含む空気（給気ＳＡ）の
吹き出し口である。給気口１６は、例えば、アルミニウム製のフレキシブルダクト等から
なるダクト５２を用いて施設５０に接続される。また、施設５０の内部には、二酸化炭素
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を所定の場所に導いて供給するためのダクト５１が設けられる。ダクト５１は、例えば、
合成樹脂製のダクトであり、二酸化炭素供給装置１につながるダクト５２に接続される。
【００３３】
　二酸化炭素供給装置１の還気口２４は、施設５０内の空気（還気ＲＡ）を取り込むため
の吸い込み口である。還気口２４は、例えば、アルミニウム製のフレキシブルダクト等か
らなるダクト５４を用いて施設５０に接続される。また、ダクト５４は、施設５０の内部
に設けられて施設５０内の空気を吸い込むダクト５３に接続されても良い。
【００３４】
　図２は、二酸化炭素供給装置１を示す構成図である。図２に示すように、二酸化炭素供
給装置１は、外気吸込口１４から給気口１６につながる給気経路１０と、還気口２４から
排気口２６につながる排気経路２０と、を有する。
【００３５】
　給気経路１０は、外気ＯＡを取り込んで施設５０に供給（給気ＳＡ）するための経路で
ある。他方、排気経路２０は、施設５０内の空気（還気ＲＡ）を取り込み外部に排出（排
気ＥＡ）するための経路である。
【００３６】
　給気経路１０及び排気経路２０は、例えば、鋼板等から曲折形成される隔壁等によって
画成される。また、外気吸込口１４、給気口１６、還気口２４及び排気口２６等は、例え
ば、鋼板等から成る二酸化炭素供給装置１の略直方体状の筐体の側面等に形成される開口
である。これらの各々の形状や配置については、種々の形態を採用し得る。
【００３７】
　給気経路１０には、空気を流す給気用送風機１１と、灯油等の燃料を燃焼させる燃焼器
１２と、水を噴霧するための水噴霧装置３５と、が配設される。給気用送風機１１は、例
えば、両側吸込式多翼送風機（シロッコファン）等であり、図示しないモータと該モータ
によって駆動される回転翼とを備え、給気経路１０内の給気口１６近傍に配設される。
【００３８】
　給気用送風機１１を稼働することによって、給気経路１０内の空気が給気口１６から吐
出され（給気ＳＡ）、これに伴って外気吸込口１４を介して給気経路１０の内部に外気Ｏ
Ａが吸い込まれる。
【００３９】
　なお、給気用送風機１１の設置個所は、給気経路１０に空気を流すことができれば他の
場所でも良い。例えば、給気用送風機１１を燃焼器１２よりも上流側に設けても良い。こ
れにより、燃焼器１２で発生する熱によって給気用送風機１１が加熱されることを抑制で
きる。
【００４０】
　燃焼器１２は、給気経路１０に燃焼排気ガスが排出されるように設けられる。言い換え
れば、燃焼器１２は、燃焼排気ガスが外気吸込口１４から導入される外気ＯＡと混合され
るように設けられる。これにより、高濃度に二酸化炭素を含む燃焼排気ガスが施設５０内
に供給される（給気ＳＡ）。
【００４１】
　また、燃焼器１２で燃焼に利用される燃焼用空気は、外気吸込口１４から導入される外
気ＯＡでも良いし、別途設けられる図示しない吸込口等から取り入れられても良い。また
、燃焼用空気を供給するための図示しない燃焼用ブロワ等を別途設けても良い。
【００４２】
　水噴霧装置３５は、給気経路１０の内部に水を霧状に噴出させるノズルを備え、給水配
管３６によって水を取り込み、給気経路１０内に水を噴霧する。これにより、給気経路１
０内を流れる空気、即ち施設５０内に供給される給気ＳＡを加湿することができる。
【００４３】
　また、給気経路１０内に水が噴霧されることにより、燃焼排気ガスを含む空気が冷却さ
れる。即ち、空気中の熱によって水の温度が上昇すること（顕熱）と、水が蒸発すること
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（潜熱）によって空気が冷却される。そのため、空気を所望の温度まで素早く冷却するこ
とができる。
【００４４】
　なお、水噴霧装置３５に水を供給するための給水配管３６は、二酸化炭素供給装置１と
施設５０とをつなぐダクト５２若しくはダクト５４の内部に配設されても良い。給水配管
３６をダクト５２若しくはダクト５４の内部に配設することにより、給水配管３６の凍結
を防止することができる。
【００４５】
　また、給気経路１０は、通風用の孔が形成された鋼板等から成る隔壁等によって区画さ
れても良い。例えば、給気用送風機１１が配設される空間と、燃焼器１２からの燃焼排気
ガスが混合される空間と、水噴霧装置３５から水が噴霧される空間と、を分けても良い。
これにより、例えば、燃焼熱や噴霧水による機器の損傷等を抑制することができる。
【００４６】
　排気経路２０には、排気経路２０に空気を流す排気用送風機２１が設けられる。排気用
送風機２１は、例えば、両側吸込式多翼送風機（シロッコファン）等であり、図示しない
モータと該モータによって駆動される回転翼とを備えている。
【００４７】
　排気用送風機２１を稼働することによって、排気経路２０内の空気が排気口２６から吐
出され（排気ＥＡ）、これに伴って還気口２４を介して排気経路２０内に還気ＲＡが吸い
込まれる。これにより、施設５０内の換気を効率良く行うことができ、外気ＯＡを利用し
て施設５０内の温度、湿度及び二酸化炭素の濃度を調整することができる。また、給気用
送風機１１と排気用送風機２１とを同時に稼働させることにより、換気の効率を更に高め
ることができる。
【００４８】
　なお、二酸化炭素供給装置１は、施設５０内の環境や外気条件、各構成機器の運転状態
等を検出するための図示しない温度センサ、湿度センサ及び二酸化炭素センサ等の各種セ
ンサを備えても良い。
【００４９】
　また、二酸化炭素供給装置１は、前記各種センサの検出値や各種設定値等に基づいて所
定の演算を実行する図示しない制御装置を備え、該制御装置によって燃焼器１２、水噴霧
装置３５、給気用送風機１１及び排気用送風機２１等の制御が行われる。
【００５０】
　図３は、二酸化炭素供給装置１の運転モードと、給気用送風機１１、排気用送風機２１
、燃焼器１２及び水噴霧装置３５の稼働状態を示す図である。図２及び図３を参照して二
酸化炭素供給装置１の各運転モードについて説明する。
【００５１】
（１）低温二酸化炭素供給運転Ｍ１
　燃焼排気ガスを含む空気を冷却して施設５０に供給する運転方法（低温二酸化炭素供給
運転Ｍ１）について説明する。低温二酸化炭素供給運転Ｍ１は、例えば、昼間の日照によ
り、施設５０内で二酸化炭素を必要とし、且つ施設５０内の温度が十分に高く、暖房等を
必要としない場合に実行される。
【００５２】
　低温二酸化炭素供給運転Ｍ１においては、燃焼器１２と、水噴霧装置３５と、給気用送
風機１１及び排気用送風機２１と、を稼働させる。燃焼器１２を稼働させることにより、
高温で高濃度に二酸化炭素を含む燃焼排気ガスが発生し、給気経路１０内に排出される。
燃焼排気ガスは、給気経路１０内で、外気吸込口１４から導入される低温な外気ＯＡと混
合されることにより冷却される。
【００５３】
　そして、燃焼排気ガスを含む空気は、給気経路１０内で水噴霧装置３５から水を噴霧さ
れることにより、更に冷却される。即ち、水噴霧装置３５は、水を噴霧することにより、
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水の顕熱及び潜熱を利用して、空気を所望の温度まで冷却する。
【００５４】
　ここで、水の潜熱を利用して燃焼排気ガスを含む空気を冷却するので、燃焼排気ガスと
混合される外気ＯＡの量が少なくても、効率良く燃焼排気ガスを冷却することができる。
また、燃焼によって発生する熱は、空気の温度上昇（顕熱）だけでなく、一部が水の蒸発
（潜熱）に使われるため、燃焼量を減らすことなく施設５０内の温度上昇を抑えることが
できる。
【００５５】
　冷却された空気は、給気用送風機１１によって施設５０内に供給される（給気ＳＡ）。
このように、燃焼によって発生する二酸化炭素を含み且つ低温である空気（給気ＳＡ）を
農事用の施設５０の内部に供給するため、施設５０内の温度上昇を抑えつつ施設５０内の
二酸化炭素の濃度を高めることができる。
【００５６】
　給気用送風機１１と共に排気用送風機２１を稼動することにより、施設５０内の空気は
、還気口２４から吸い込まれ（還気ＲＡ）、排気経路２０を流れ排気口２６から外へ排出
される（排気ＥＡ）。これにより、施設５０内に外気ＯＡを導入しつつ、施設５０内の空
気（還気ＲＡ）を排出することができるため、施設５０内の空気を効率良く換気すること
ができる。
【００５７】
　ここで換気によって、施設５０内の空気よりも温度及び湿度の低い外気ＯＡが導入され
、給気ＳＡよりも二酸化炭素の濃度が低く外気ＯＡよりも温度及び湿度の高い施設５０内
の空気（還気ＲＡ）が外に排出される。これにより、施設５０内の温度上昇を抑制しつつ
二酸化炭素の濃度を増加させ、且つ施設５０内の湿度を好適に保つことができる。
【００５８】
　また、低温二酸化炭素供給運転Ｍ１において、図示しない二酸化炭素センサ等によって
検出される施設５０内の二酸化炭素の濃度に基づいて、燃焼器１２の燃焼量を好適に調整
しても良い。例えば、施設５０内の二酸化炭素の濃度が低い場合に燃焼器１２の燃焼量を
増加させても良い。これにより、施設５０内の二酸化炭素の濃度を好適な状態に保つこと
ができる。
【００５９】
（２）加湿暖房運転Ｍ２
　燃焼排気ガスを含む空気を加湿して施設５０に供給する運転方法（加湿暖房運転Ｍ２）
について説明する。
【００６０】
　加湿暖房運転Ｍ２は、暖房及び加湿を主目的とする運転であり、例えば、冬場等で施設
５０内の温度が低く乾燥している場合に実行される。加湿暖房運転Ｍ２においては、燃焼
器１２と、水噴霧装置３５と、給気用送風機１１及び排気用送風機２１と、を稼働させる
。燃焼器１２により発生する燃焼排気ガスを含む暖かい空気は、水噴霧装置３５から水を
噴霧されることによって加湿される。
【００６１】
　加湿暖房運転Ｍ２は、低温二酸化炭素供給運転Ｍ１と比べて、燃焼器１２による燃焼排
気ガスの供給量を多くすることによって、低温二酸化炭素供給運転Ｍ１により供給される
空気よりも高い温度の空気を施設５０内に供給することができる。これにより、施設５０
内の暖房及び加湿を行うことができる。また、加湿暖房運転Ｍ２は、燃焼器１２を稼働さ
せるため、施設５０に二酸化炭素を供給することもできる。
【００６２】
　また、加湿暖房運転Ｍ２において、図示しない温度センサ及び湿度センサ等によって検
出される施設５０内の温度及び湿度に基づいて、燃焼器１２の燃焼量と水噴霧装置３５の
水の噴霧量を調整しても良い。これにより、施設５０内の温度及び湿度を好適な状態に保
つことができる。
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【００６３】
（３）加湿冷房運転Ｍ３
　水を噴霧することにより空気を冷却及び加湿して施設５０に供給する運転方法（加湿冷
房運転Ｍ３）について説明する。
【００６４】
　加湿冷房運転Ｍ３は、二酸化炭素の供給を必要としない状態で施設５０内を冷却する場
合、例えば定植や収穫等の作業時等、に実行される。加湿冷房運転Ｍ３では、燃焼器１２
における燃焼を停止した状態で、水噴霧装置３５によって水を噴霧しつつ給気用送風機１
１及び排気用送風機２１を稼働させる。
【００６５】
　給気経路１０内の空気は、水が噴霧されることにより、水の顕熱及び潜熱によって冷却
される。そして、給気経路１０内の空気は、給気用送風機１１により送り出されて施設５
０内に供給される。これにより、施設５０内の冷房及び加湿を行うことができる。
【００６６】
　また、加湿冷房運転Ｍ３において、図示しない温度センサ及び湿度センサ等によって検
出される施設５０内の温度及び湿度に基づいて、水噴霧装置３５の水の噴霧量を調整して
も良い。これにより、施設５０内の温度及び湿度を好適な状態に保つことができる。
【００６７】
（４）高温二酸化炭素供給運転Ｍ４
　燃焼排気ガスを含む空気を施設５０に供給する運転方法（高温二酸化炭素供給運転Ｍ４
）について説明する。高温二酸化炭素供給運転Ｍ４は、例えば、冬等の寒い時期で施設５
０内の暖房を必要とし、且つ二酸化炭素の供給を必要とする場合に実行される。
【００６８】
　高温二酸化炭素供給運転Ｍ４では、水噴霧装置３５による水の噴霧を停止した状態で、
燃焼器１２で燃料を燃焼させると共に、給気用送風機１１及び排気用送風機２１を稼働す
る。
【００６９】
　燃焼器１２から二酸化炭素を高濃度に含む高温の燃焼排気ガスが発生し、その高温の燃
焼排気ガスは、外気吸込口１４から導入される外気ＯＡと混合され、給気用送風機１１に
よって施設５０内に送風される。これにより、施設５０内に二酸化炭素を供給しつつ、施
設５０内を暖めることができる。
【００７０】
　また、高温二酸化炭素供給運転Ｍ４において、図示しない二酸化炭素センサ等によって
検出される施設５０内の二酸化炭素の濃度に基づいて、燃焼器１２の燃焼量を調整しても
良い。これにより、施設５０内の二酸化炭素の濃度を好適な状態に保つことができる。
【００７１】
（５）暖房運転Ｍ５
　燃焼排気ガスを含む空気を施設５０に供給する運転方法（暖房運転Ｍ５）について説明
する。暖房運転Ｍ５は、施設５０内の暖房を主目的とし、例えば、施設５０内の加湿が不
要で温度が低い場合に実行される。
【００７２】
　暖房運転Ｍ５は、水噴霧装置３５による水の噴霧を停止した状態で、燃焼器１２によっ
て燃焼排気ガスを供給しつつ給気用送風機１１及び排気用送風機２１を稼働させる運転で
ある。暖房運転Ｍ５により、燃焼器１２の燃焼によって発生する燃焼熱を有効に利用して
施設５０内を暖めることができる。なお、施設５０内に二酸化炭素を供給することもでき
る。
【００７３】
　また、暖房運転Ｍ５において、図示しない温度センサ等によって検出される施設５０内
の温度に基づいて、燃焼器１２の燃焼量を調整しても良い。これにより、施設５０内の温
度を好適な状態に保つことができる。
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【００７４】
（６）換気運転Ｍ６
　換気運転Ｍ６は、燃焼器１２及び水噴霧装置３５を停止した状態で、給気用送風機１１
及び排気用送風機２１を稼働させる運転である。これにより、施設５０内に燃焼排気ガス
を供給する必要がない場合等には、燃焼による二酸化炭素の供給を行わずに、施設５０内
に外気ＯＡを導入することができる。
【００７５】
　例えば、日射の強い日中等に施設５０内の温度が過度に上昇した場合等には、低温の外
気ＯＡを施設５０内に導入して施設５０内の温度を調整することができる。また、絶対湿
度の低い外気ＯＡを施設５０内に導入することができ、施設５０内の湿度を低下させて好
適に維持することができるので、結露等による農作物の品質低下等を防止することができ
る。
【００７６】
　また、施設５０内では、植物５５（図１参照）の光合成によって二酸化炭素が消費され
て、二酸化炭素の濃度が低下する傾向にあるので、日中の施設５０内の二酸化炭素の濃度
は、外気ＯＡの二酸化炭素の濃度よりも低くなる。
【００７７】
　そのため、燃焼器１２における燃焼を停止した状態であっても、施設５０内に外気ＯＡ
を導入することによって、外気ＯＡ中の二酸化炭素を施設５０内に供給することになり、
施設５０内の二酸化炭素の濃度が低下することを抑制することができる。
【００７８】
（７）停止Ｍ０
　停止Ｍ０は、燃焼器１２と、水噴霧装置３５と、給気用送風機１１及び排気用送風機２
１と、を停止させた状態である。例えば、施設５０内の温度、湿度及び二酸化炭素の濃度
の調整が必要ない場合に停止Ｍ０となる。これにより、施設５０内の空気と外気ＯＡとの
不要な循環を抑制して熱損失を低減し、エネルギーの消費を削減することができる。
【００７９】
　以上説明の如く、本実施形態によれば、二酸化炭素供給装置１の各種運転方法を切り替
えることにより、施設５０内の二酸化炭素の濃度を好適に制御しつつ施設５０内の温湿度
環境を所望のあらゆる条件（「低温・高湿」、「低温・低湿」、「高温・高湿」、「高温
・低湿」）に近づけることができる。即ち、施設５０内の温度、湿度及び二酸化炭素の濃
度を植物５５にとって好適な環境に保つことができる。
【００８０】
　なお、運転方法の切り替え動作は、図示しない温度センサ、湿度センサ及び二酸化炭素
センサ等からの各種入力及び各種設定値等に基づいて、図示しない制御装置によって自動
で行うことができる。
【００８１】
　また、二酸化炭素供給装置１は、施設５０の内部に設置されても良い。その場合、外気
吸込口１４及び排気口２６に、施設５０の外部につながるダクト等を接続すれば良い。
【００８２】
　また、排気口２６から排出される排気ＥＡを、例えば、蒸気圧縮式冷凍サイクル回路を
備えるヒートポンプ装置等の蒸発器（室外熱交換器）に供給しても良い。即ち、排気ＥＡ
をヒートポンプ装置の室外機に吸い込ませて、ヒートポンプ装置の熱源として利用しても
良い。これにより、外気ＯＡよりも温度の高い施設５０内から排出される排気ＥＡの保有
熱（排熱）を有効に利用して、ヒートポンプ装置の効率を向上させて省エネルギーを図る
ことができる。
【００８３】
　また、燃焼器１２による二酸化炭素の発生に代えて若しくは加えて、図示しない貯蔵容
器（ボンベ）等から二酸化炭素を供給しても良い。これにより、例えば、暖房が不要な状
態等において、施設５０内の温度及び湿度を好適に制御しつつ施設５０内の二酸化炭素の
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濃度を高めることができる。
【００８４】
　本発明は、上記実施形態に限定されるものではなく、その他、本発明の要旨を逸脱しな
い範囲で、種々の変更実施が可能である。
【符号の説明】
【００８５】
　１　　　二酸化炭素供給装置
　１０　　給気経路
　１１　　給気用送風機
　１２　　燃焼器
　１４　　外気吸込口
　１６　　給気口
　２０　　排気経路
　２１　　排気用送風機
　２４　　還気口
　２６　　排気口
　３５　　水噴霧装置
 

【図１】 【図２】
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